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人権教育・啓発に関する基本計画（抄） 

 

(5) 同和問題 

同和問題は、我が国固有の重大な人権問題であり、その早期解消を図ること

は国民的課題でもある。そのため、政府は、これまで各種の取組を展開してき

ており、特に戦後は、３本の特別立法に基づいて様々な施策を講じてきた。そ

の結果、同和地区の劣悪な生活環境の改善を始めとする物的な基盤整備は着実

に成果を上げ、ハード面における一般地区との格差は大きく改善されてきてお

り、物的な環境の劣悪さが差別を再生産するというような状況も改善の方向に

進み、差別意識の解消に向けた教育及び啓発も様々な創意工夫の下に推進され

てきた。 

これらの施策等によって、同和問題に関する国民の差別意識は、「着実に解

消に向けて進んでいる」が、「地域により程度の差はあるものの依然として根

深く存在している」（平成 11 年７月 29 日人権擁護推進審議会答申）ことから、

現在でも結婚問題を中心とする差別事象が見られるほか、教育、就職、産業等

の面での問題等がある。また、同和問題に対する国民の理解を妨げる「えせ同

和行為」も依然として横行しているなど、深刻な状況にある。 

地域改善対策特定事業については、平成 14 年３月の地対財特法の失効に伴

いすべて終了し、今後の施策ニーズには、他の地域と同様に、地域の状況や事

業の必要性に応じ所要の施策が講じられる。したがって、今後はその中で対応

が図られることとなるが、同和問題の解消を図るための人権教育・啓発につい

ては、平成８年５月の地域改善対策協議会の意見具申の趣旨に留意し、これま

での同和問題に関する教育・啓発活動の中で積み上げられてきた成果等を踏ま

え、同和問題を重要な人権問題の一つとしてとらえ、以下の取組を積極的に推

進することとする。 

① 同和問題に関する差別意識については、「同和問題の早期解決に向けた

今後の方策について（平成８年７月 26 日閣議決定）」に基づき、人権教育・

啓発の事業を推進することにより、その解消を図っていく。（文部科学省、

法務省） 

② 学校、家庭及び地域社会が一体となって進学意欲と学力の向上を促進し、

学校教育及び社会教育を通じて同和問題の解決に向けた取組を推進して

いく。（文部科学省） 

③ 同和問題に関する偏見や差別意識を解消し、同和問題の早期解決を目指

して、人権尊重思想の普及高揚を図るための啓発活動を充実・強化する。

（法務省） 

④ 雇用主に対して就職の機会均等を確保するための公正な採用選考シス
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テムの確立が図られるよう指導・啓発を行う。（厚生労働省） 

⑤ 小規模事業者の産業にかかわりの深い業種等に対して、人権尊重の理念

を広く普及させ、その理解を深めるための啓発事業を実施する。（経済産

業省） 

⑥ 都道府県及び全国農林漁業団体が、農林漁業を振興する上で阻害要因と

なっている同和問題を始めとした広範な人権問題に関する研修会等の教

育・啓発活動を、農漁協等関係農林漁業団体の職員を対象に行う。（農林

水産省） 

⑦ 社会福祉施設である隣保館においては、地域改善対策協議会意見具申

（平成８年５月 17 日）に基づき、周辺地域を含めた地域社会全体の中で、

福祉の向上や人権啓発の住民交流の拠点となる開かれたコミュニティー

センターとして総合的な活動を行い、更なる啓発活動を推進する。また、

地域における人権教育を推進するための中核的役割を期待されている社

会教育施設である公民館等とも、積極的な連携を図る。（厚生労働省、文

部科学省） 

⑧ 同和問題解決の阻害要因となっている「えせ同和行為」の排除に向け、

啓発等の取組を推進する。（法務省ほか関係省庁） 

⑨ 同和問題に関しては、結婚や就職等における差別、差別落書き、インタ

ーネットを利用した差別情報の掲載等の問題があるが、そのような事案が

発生した場合には、人権侵犯事件としての調査・処理や人権相談の対応な

ど当該事案に応じた適切な解決を図るとともに、関係者に対し同和問題に

対する正しい認識と理解を深めるための啓発活動を実施する。（法務省） 

⑩ 同和問題に係る人権問題の解決を図るため、法務局・地方法務局の常設

人権相談所において人権相談に積極的に取り組むとともに、同和問題に関

し人権侵害を受けたとする者が利用しやすい人権相談体制を充実させる。

なお、相談に当たっては、関係機関と密接な連携協力を図るものとする。

（法務省） 


